
一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）の実施について（報告案件） 

 

大地太陽幼稚園から、私学助成により実施していた預かり保育について、一時

預かり事業（幼稚園型Ⅰ）に移行する旨の申請があり、基準に適合していること

を確認しています。 

 

児童福祉法施行規則第36条の35第 2号 

要件 状況 確認結果 

対象とする幼児の年齢及び人数に応

じて、必要な設備（調理室及び屋外遊

戯場を除く。）を設けること。 

３歳児、４歳児、５歳児そ

れぞれの人数について、所

要の保育室面積を有する。 

○ 

幼児の年齢及び人数に応じて、当該幼

児の処遇を行う職員として保育士、幼

稚園の教諭の普通免許状を有する者

その他市町村長が行う研修（市町村長

が指定する都道府県知事その他の機

関が行う研修を含む。）を修了した者

を置くこととし、そのうち半数以上は

保育士又は幼稚園教諭普通免許状所

有者であること。ただし、当該職員の

数は、二人を下ることはできないこ

と。 

預かり保育事業の利用児

童数及び職員配置につい

ての確認を行い、所要な職

員配置基準を満たすこと

を認める。 

○ 

職員は、専ら当該幼稚園型一時預かり

事業に従事するものでなければなら

ないこと。ただし、当該幼稚園型一時

預かり事業と幼稚園等とが一体的に

運営されている場合であつて、当該幼

稚園型一時預かり事業を行うに当た

つて当該幼稚園等の職員（保育士又は

幼稚園教諭普通免許状所有者に限

る。）による支援を受けることができ

るときは、専ら当該幼稚園型一時預か

り事業に従事する職員を一人とする

ことができること。 

預かり保育事業の利用児

童数及び職員配置につい

ての確認を行い、専ら当該

事業に従事する人数につ

いて所要な職員配置基準

を満たすことを認める。 

○ 

 

資料５ 

 



＜参考＞ 

施設型給付を受ける私立幼稚園等における預かり保育に係る支援の取扱いについて

（抜粋） 

 

（令和４年１月２４日 文部科学省初等中等局幼児教育課・文部科学省高等教育局

私学部私学助成課事務連絡） 

 

施設型給付を受ける私立幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。）及び幼保連携型

認定こども園（以下、「幼稚園等」という。）における預かり保育に係る支援につい

ては、一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）を活用いただくことが基本とされており、こ

のたび、同事業及び私学助成（預かり保育推進事業）に係る取扱いについて、改め

て下記のとおり整理しましたので、各都道府県におかれては、内容について十分に

御了知の上、貴管内の市区町村への周知を行うとともに、関係部局で緊密に連携を

図りつつ、必要な対応及び市区町村への適切な助言・支援等をお願いします。 

記 

多くの都道府県において、子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）

への移行後も私学助成における預かり保育補助を受けている園が存在しています

が、これは新制度の施行準備の段階より、あくまで経過措置とされているものであ

り、施設型給付を受ける幼稚園等の預かり保育等に対する補助は、市区町村の一時

預かり事業（幼稚園型Ⅰ）（以下単に「事業」という。）により行うことが基本とな

ります。 

このため、新制度移行後、一定期間が経過したことも踏まえ、特別な事情の無い

限り、市区町村の事業により行われるよう、以下のとおりご対応をお願いします。 

 

２ 市区町村が既に事業を実施している場合 

既に事業を実施している市区町村は、以下の点を総合的に勘案の上、特別な事情

が認められない場合においては、市区町村の事業を活用するよう、都道府県、市区

町村及び施設型給付を受ける幼稚園等の間で十分に連絡・調整を図りつつ、適切な

ご対応をお願いします。 

① 国の一時預かり事業実施要綱に基づいて市区町村が定める専任職員の配置要件及

び設備基準等について、各施設型給付を受ける幼稚園等が充足することが困難な

事情が存在するか 

② 市区町村の事業補助単価を基に算出した当該年度の見込額及び都道府県の私学助

成における預かり保育補助の当該年度の見込額（見込み額が算出できない場合は

前年度の補助実績額）を比較し、減収が生じるか 

③ 広域利用が存在する市区町村間にあっては、事業の円滑実施のための体制及び施

設の事務負担の軽減措置（例：協定に基づき施設が所在する市区町村が一括して

事務処理を行う）が整えられていないなどの事情が存在するか 

④ その他市区町村の事業と都道府県の補助事業の間に大きな差異がないか 

 


